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練馬区地域包括支援センター事業実績について

（報告）
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資料 １



地域支援事業（介護保険法第115条の45）

地域支援事業

任意事業

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携推進事業など）

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）

１ 地域支援事業（介護保険法第115条の45）

「市町村は、被保険者の要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止および地
域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚生労働省令で定める基準
に従って、地域支援事業を行うものとする。」

地域支援事業実施要綱
「地域支援事業は、被保険者が要介護状態または要支援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地域にお
いて自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とし、地域における包括的な相談および支援体制、
多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携体制および認知症高齢者への支援体
制の構築等を一体的に推進するものである。」
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地域支援事業（介護保険法第115条の45）

地域支援事業

任意事業

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）

第１号介護予防支援事業

総合相談事業

権利擁護事業

包括的・継続的ケアマネジメント ケアマネ支援、地域ケア会議の開催

地域ﾈｯﾄﾜｰｸの構築、実態把握、総合相談支援など

成年後見制度の活用促進、高齢者虐待への対応など

地域包括支援ネットワークの構築 地域ケア会議推進事業

地域包括ケアシステムの構築

包括的支援事業（社会保障充実分）

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援

ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業 区独自事業

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

在宅療養や認知症に関する相談支援
（医療と介護の相談窓口）

生活支援コーディネーター、地域づくり

認知症地域支援推進員、地域支援・ケア向上など

練馬区の地域包括
支援センターは

これらの事業を一体
的に実施している
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地域支援事業（介護保険法第115条の45）

地域支援事業

任意事業

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）

包括的支援事業（社会保障充実分）

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

認知症地域支援推進員

多様な主体によるサービス・活動の提供と地域の支
え合いの体制づくりの推進

生活支援コーディネーター

協議体

住民参画・官民連携推進事業

就労的活動支援コーディネーター

認知症初期集中支援推進事業

認知症地域支援・ケア向上事業

認知症サポーター活動推進・地域づくり推進事業

地域研会議推進事業

医療と介護の提供体制の構築

チームオレンジ支援

（生活支援・介護予防サービスの担い手の養成等含む）

地域ケア会議推進事業
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総合相談および権利擁護相談件数（延）
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令和６年度は相談件数は214,352件で、令和５年度比７％減少。介護予防に関する相談が31％
減少。経年的には、相談件数は増加傾向。



相談方法の内訳
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主な相談方法は、電話で令和６年度は63％。来所による相談は、令和３年度から増加し、
16％となり、新型コロナウイルス流行前まで回復している。



権利擁護に関する相談対応件数
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権利擁護に関する相談は、令和３年度をピークに減少傾向。成年後見制度に関する相談は、
令和３年度比55％減。
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令和３年度から減少していたが、令和４年度から増加に転じ、令和6年度は令和4年度の1.5倍。

【参考】高齢者虐待の相談・通報件数と推移
（施設虐待を除く）
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身体的虐待が最も多く64.2％、次いで心理的虐待が54.4％となっている。



包括的・継続的ケアマネジメント
（ケアマネジャー等への支援）
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個別支援に関する相談対応の割合は増加傾向で、令和６年度は60％。



介護予防支援事業
（介護予防ケアマネジメント等の作成件数）
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介護予防に関するプラン作成は増加傾向。介護予防サービス給付のプラン数が増加しており、
平成30年比1.5倍。



ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業
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ひとり暮らし高齢者等の個々の状況に応じた支援については、介護保険の申請およびサービス
利用が多かった。



生活支援体制整備事業
（生活支援コーディネーター）
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令和６年度より、各地域包括支援センターに生活支援コーディネーターを１名配置。
相談対応では、支援を必要とする住民が最も多く、次いで地域活動などで活躍したい住民から
の相談が多かった。

R6年度相談対応件数（延）



生活支援体制整備事業
（生活支援コーディネーター）
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R6年度コーディネート先（重複あり）

生活支援コーディネータによるコーディネート先は、地域包括支援センターでの継続的な支援
および介護保険サービスの紹介・利用が多かった。次いで、街かどケアカフェ等の通いの場へ
の紹介・参加が多かった。複数のコーディネート先を紹介することが多かった。
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